
平成22年度事務事業評価表（平成2１年度振り返り）

政策名 13

所管課係名

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋②

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

29,200 24,485 83.80

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ） □ あり ■ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

29,200 25,185 86.25

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

29,200 25,185 86.25

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

事務事業
番号

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

改革・改善の余地
（目的妥当性･効率性･有効性･公平性から）

改革・改善の余地を踏まえた
平成23年度以降に向けた事務事業の方向性

（所管課長記入欄）事務事業名
指標 指標 指標

13-02-01

福祉総務課
福祉政策係

対象
民生・児童委員協議会及び民生・児童委
員の活動

民生・児童委員の
延べ委嘱日数

民生・児童委員延
べ活動日数

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

26,040 504 26,544
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名： 福祉総務課　小島信行

社会福祉委員活動支援
事業

手段
民生・児童委員協議会の研修等独自事業
や役員会・定例会。高齢福祉部会など四
つの部会の運営

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

地域福祉の担い手である民生・児童委員が十
分な活動ができるよう支援することは、結果
的に市民の福祉ニーズにきめ細かく対応し、
地域の相談機能を強化することにつながる。
保護司の活動支援については、間接的には犯
罪のない明るい社会の実現に繋がるものであ
り、多くの市民への周知を図る必要がある。

最近、地域の人間関係が希薄になり、地域の身
近な相談相手としての民生・児童委員の役割は
一層期待されている。

26,058 495 26,553

意図
地域福祉の担い手である民生・児童委
員、主任児童委員が地域で十分な活動が
できるよう支援 21,243 493 21,736

民生・児童委員延
べ活動日数／民
生・児童委員の延
べ委嘱日数

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 民間福祉サービス提供者の自立誘導 基本事業番号・名 13-02 地域の相談機能の強化

東久留米市


